[bookmark: _jt3y3zuku4xx]車内設備利用規約（貸切・観光バス）

第1条（目的）
本規約は、貸切・観光バス（以下「本車両」という。）に備え付けられた設備及び備品（以下「車内設備」という。）の利用条件を定め、安全かつ快適な運行を確保するとともに、利用者と運行事業者との権利義務を明確にすることを目的とします。

第2条（適用範囲）
1. 本規約は、本車両を利用する契約者、乗車するすべての利用者及び関係者に適用されます。
2. 本規約は、運送契約、利用約款その他運行事業者が定める規程とあわせて適用されます。
3. 
第3条（車内設備の範囲）
車内設備には、次のものを含みますが、これらに限りません。
(1) マイク・音響設備
(2) カラオケ設備
(3) DVD・Blu-ray・モニター等の映像設備
(4) USB・コンセント等の電源設備
(5) Wi-Fi設備
(6) 冷蔵庫・保温設備
(7) テーブル・フットレスト・読書灯等の座席設備
(8) その他車両に備え付けられた設備及び備品

第4条（利用条件）
1. 車内設備は、安全運行を妨げない範囲で利用するものとします。
2. 利用者は、乗務員の指示に従い適切に利用しなければなりません。
3. 運行状況、安全管理又は設備の状態により、一部設備が利用できない場合があります。
4. 
第5条（利用者の遵守事項）
利用者は、次の各号を遵守しなければなりません。
(1) 設備を本来の用途以外に使用しないこと。
(2) 故意又は重大な過失により設備を破損しないこと。
(3) 配線、設定その他設備の構造を変更しないこと。
(4) 他の利用者の迷惑となる音量又は使用方法を避けること。
(5) 法令、公序良俗又は著作権等を侵害する利用をしないこと。
(6) その他乗務員が安全運行上必要と判断した指示に従うこと。

第6条（音響・映像設備の利用）
1. 音響及び映像設備の利用は、安全運行を優先します。
2. 運転者の注意力を妨げるおそれがある場合には、利用を停止することがあります。
3. 利用者が持ち込む映像・音楽等について必要な権利処理は、利用者の責任において行うものとします。
4. 
第7条（電源設備の利用）
1. コンセント及びUSB電源は、小型電子機器への充電を目的として利用するものとします。
2. 高出力機器その他車両設備に支障を及ぼす機器の使用は禁止します。
3. 電源容量には限りがあり、同時利用等により使用できない場合があります。
4. 
第8条（Wi-Fi設備）
1. Wi-Fiは通信環境を保証するものではありません。
2. 通信速度、接続状況及び通信品質について運行事業者は保証しません。
3. 利用者は自己の責任で通信を行うものとします。
4. 
第9条（冷蔵庫その他設備）
1. 冷蔵庫その他設備は、衛生及び安全に配慮して利用するものとします。
2. 危険物、異臭を発する物品その他車内環境を損なう物品の保管は禁止します。
3. 
第10条（設備の利用制限）
運行事業者は、次のいずれかに該当する場合には、設備利用を制限又は停止することがあります。
(1) 安全運行に支障が生じるおそれがある場合
(2) 故障、点検又は整備を行う場合
(3) 災害その他やむを得ない事情がある場合
(4) 利用者が本規約に違反した場合

第11条（設備の故障等）
1. 車内設備の故障、通信障害又は不具合により利用できない場合があります。
2. 運行事業者は、法令上責任を負う場合を除き、設備利用不能により生じた損害について責任を負いません。
3. 
第12条（破損等の報告）
利用者は、設備の故障、異常又は破損を発見した場合には、速やかに乗務員へ報告しなければなりません。

第13条（損害賠償）
1. 利用者が故意又は重大な過失により設備を破損又は汚損した場合には、その修理費、交換費その他通常生じる損害を賠償しなければなりません。
2. 利用不能期間中に発生した営業上の損害について、法令の範囲内で賠償を請求することがあります。
3. 
第14条（免責事項）
1. 車内設備は現状有姿で提供されるものであり、常時正常な利用を保証するものではありません。
2. 設備利用に伴うデータ消失、通信障害、充電不足その他利用者の損害について、運行事業者は故意又は重大な過失がある場合を除き責任を負いません。
3. 利用者が持ち込んだ機器の故障、盗難又は紛失について、運行事業者は責任を負いません。
4. 
第15条（規約の変更）
運行事業者は、法令の改正、サービス内容の変更その他必要がある場合には、本規約を変更することがあります。

第16条（協議事項）
本規約に定めのない事項又は解釈に疑義が生じた場合には、利用者及び運行事業者は誠意をもって協議し解決するものとします。

第17条（準拠法及び合意管轄）
1. 本規約は日本法に準拠します。
2. 本規約に関して紛争が生じた場合には、運行事業者の本店所在地を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。

